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第2章 通信の現況

第1節 昭和47年 度の通信の動向

昭和47年 度は,沖 縄の復帰,日 中国交正常化等内外情勢の変動著 しいなか

で,通 信の分野においては,通 信技術の急速な進歩は新 しい通信形態を生み

出し,ま た,情 報化社会への波は通信の重要性を更に強く認識 させ,通 信は

量 ・質両面にわたって拡大の一途をたどっている。電話は加入数が2,000万

を突破 し,無 線局数は100万 局に近づき,そ してテレビ放送は世帯普及率87

%と ほとんどの家庭で受信するようになった。一方,情 報の伝送 と処理を結

合したデータ通信 システムの急激な増加,CCISの 研究 ・開発の進展,電 話

情報サービスの利用の拡大,ポ ケ ットベルサービスの地域の拡大等は通信を

質的に変化させてきている。

1概 況

最近の国内通信の動向は第1-2-1図 のとおりである。

通常郵便物数は前年度に対 し2.5%の 増加にとどまった。これは47年2月

1日 に実施 された料金改定が影響 しているとみられる。

電話加入数の伸びは相変 らず高 く,電 話の普及は順調に進展 してお り,47

年度末で一般加入電話数は2,098万Y'達 している。総利用回数 も年k増 加し

ている。しかし,1加 入当たりの平均利用回数は年々下がってきてお り,40

年の1日 平均7.6回 か ら47年には5.0回 となっている。 これは事務用電話に比

べて利用の少ない住宅用電話の加入数が増加 している結果である。

電報通数は38年 度をピークとして減少傾向にあり,47年 度は前年度に比べ

て13%減 となった。利用内容をみると,業 務用 と慶弔電報 とで大部分を占め

緊急連絡用は3%た らずであ り,個 人間の連絡はほとんど電話に移行してい

るとみられる。
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第1-2-1図 国内通信の動向

通信の現況 一21一

300

200

goo

!一 般加入電話数
/
/
/
/
/
/
/

/!

//1・'tin$利 用回数
.!r!'/!

91膠'
/ノ ρ/
ノ ヲノ

//!//通 常郵便物数
!'
!"!!!

!,ノ
を

電穀通数

4041424344454647年 度

郵政 省,電 電 公 社 資 料 に よる 。

(注)1.40年 度 を100と した 指数 で あ る 。

2,電 話 利 用 回 数 は 特 別 調査 に よ る推 定 で あ る。

最近の動きとして,デ ータ通信の急激な拡大がある。データ通信は,電 子

計算機 ・通信技術の発達と46年の公衆電気通信法改正によるデータ通信の制

度化 と相まってシステム数が急激に増加して い る。46年 度末の316シ ステム

が47年 度末には485シ ステムとなっている。 また,異 企業間を結合した シス

テムと情報処理業のオンライン化の動向が今後注 目される。

ポケットベルは,43年 に東京で開始され,47年 度中に京都,北 九州,高

松,金 沢,広 島,前 橋,新 潟,静 岡,仙 台の9地 域で も開始され,47年 度末

で全国の加入者数は17万 に達し,な お一層増大す る傾向にある。

放送の分野ではカラーテレビの普及が著しい。NHKの カラー放送受信契

約数は47年 度末で1,563万 であり,全 国総世帯の55.6%に 及んでいる。テレ

ビ放送全体の世帯普及率は87%に 達し,放 送は国民の日常生活に密着 してき

ている。また,辺 地における難視聴や都市部における高層建築物の増加によ

る受信障害が最近大きな問題 となってきている。
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ラジオ放送はテレビ放送より聴取時間は低いが,カ ーラジオ,ポ ータフル

ラジオの利用による 「なが ら聴取」が増加 し,テ レビとは違った機能をもっ

てきている。

通信量の増大はまた無線の利用をますます増大 させている。47年 度末で無

線局数は約93万 局で,放 送,公 衆通信,運 輸,気 象,警 察等国民生活のあ ら

ゆる分野で利用されている。特に,公 衆通信,人 命財貨の保全等重要な分野

において同報用や移動用等無線本来の特質を生か した通信の需要がなお一層

高まっている。このため,近 距離移動通信に適 したVHF帯 の周波数がひっ

迫してお り,よ り効率的な通信方式の開発が要請されている。

国際通信においても,国 際化の進展により通信は拡大の一途をたどってい

る。47年 度の取扱数は電話が45.1%増,加 入電信が36.1%増 と前年度に比べ

大幅に増加し,こ こ数年減少傾向を示 していた電報も1.3%増 加 した。外国

郵便では,沖 縄の郵便物が内国郵便 となったこともあって22%減 少 したが,

その他の地域については着実な伸びを示 した。国際電話では34%が 個人の利

第1-z-2図 国際通信の動向
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用する通話となってきており,国 際通信の大衆化が進んでいることがうかが

える。今後,国 際の場では,デ ータ通信等新 しい通信の発達に伴い,良 質な

回線による多彩な通信サービスをより安 く提供 しようとして各国間の競争が

ますます激しくなると予想され,我 が国においても国際通信の分野における

通信技術の開発 とサービスの向上に一層努める必要がでてきている。

2主 な 動 き

ここでは47年度における主要な トピックスをとりあげて,通 信の動向を探

ってみる。

(1)沖 縄の復帰

戦後27年 間にわたって米国の施政権下にあった沖縄が47年5月15日 復帰し

た。復帰前の沖縄では米国民政府令により高等弁務官の規制のもとにおかれ

ていたが,復 帰に伴い本土の通信関係法令が適用されることとなるため種々

の措置が講ぜ られた。VOA中 継局については返還協定に基づき5年 間の継

続運用を認めるとともに,復 帰前高等弁務官が免許を与えていた無線局のう

ち,極 東放送についてはそれぞれ5年 間(英 語放送)及 び1年 間(日 本語放

送)郵 政大臣の免許を受けたものとみなすこととしたほか,航 空機の無線局

等必要なものについても1年 間郵政大臣の免許を受けたものとみなすことと

した。また,沖 縄郵政庁は郵政省に,34年 以来沖縄の公衆通信を担ってきた

琉球電信電話公社は電電公社及び国際電電に,42年 に設立された特殊法人で

ある沖縄放送協会はNHKに,そ れぞれ引き継がれた。そのほか,無 線局の

呼出符号の変更や郵便,電 話,放 送受信の料金関係等についても復帰に際し

ての必要な措置がとられた。

公衆電気通信においては,通 話需要の増大と自動化等サービス向上への要

望にこたえるため,加 入電話や公衆電話の増設を進めるとともに,47年10月

には,復 帰の日に開通した本土一沖縄間の新マイクロ回線を増設して沖縄本

島内から全国各地への自動即時通話を可能と した。 更に,本 島一先島(宮

古,石 垣)間 及び本島 ・先島一離島間の通信サービス向上のため,マ イクロ
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ウ占一ブや海底ケーブルによる回線増設も計画されている。

また,放 送においては,沖 縄放送協会を引き継いだNHKは 前述の新マイ

クロ回線の開通により復帰の日に総合番組局の番組のカラー化を図るととも

に,教 育専門局の放送を開始 した。引き続き6月 には県民の要望に応 じて新

たに沖縄全域をサービスエ リアとするラジオ放送を開始 した。更に12月 には

マイクロ回線の増設により,NHKの2チ ャンネルと民間放送の2チ ャンネ

ルすべてのカラー放送が可能 となった。しかし,先 島地区はなおビデオテー

プの空輸による放送であ り,同 時放送になるためには本島一先島間の新回線

の開通をまたなければならない。

無線の利用面では,復 帰前2,177局 であった無線局は47年 度末で3,760局 に

達 しており,な お増加の傾向にあるが,警 察,気 象,航 空等の通信施設はい

まだ不十分であ り,特 に台風による災害が多いことから防災行政無線網の早

急な建設が必要となって い る。 また,無 線従事者の不足 も問題となってお

り,財 団法人日本電波協会による養成講習会が実施されている。

このように沖縄の本土復帰に伴い各種施策が とられているが,沖 縄 の社会

経済の発展 と県民の福祉の向上のため通信施設の整備拡充になお一層努めて

いかなければならない。

(2)日 中国交正常化

47年9月 末の田中総理訪中により,日 中間の国交が正常化されたが,こ の

動 きに対応 して通信の分野でも日中間通信の改善が図 られている。

従来,日 中間の通信は,郵 便物は香港経由で取 り扱われ,電 気通信は電報

2回 線,電 話3回 線,写 真電報1回 線が設定 されてお り,そ のほか広州交易

会開催時等に臨時回線が増設されるにす ぎず,し かもこれ ら回線はすべて短

波無線で海底ケーブルや通信衛星回線のように良質な回線ではなかった。

総理訪中に先立ち,安 定した通信回線の確保を図り,訪 中の模様をテ レビ

中継するため,日 本か ら空輸した可搬型地球局を北京に設置 し,日 中間にイ

ンテルサット衛星経由の臨時回線を設定 した。この衛星回線に より,総 理訪

中の間,中 国か らのテ レビ中継が行われた。
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その後,国 交正常化に伴 う日中間通信量の増大と質の向上への要請に対処

するため我が国通信関係者の訪中,中 国海底ケーブル技術視察団の来 日,48

年3月 末の鍾夫翔中国電信総局長の来日と盛んな人的往来のなかで,日 中間

通信関係改善のための努力が続けられた。47年10月 に,東 京一北京間衛星回

線を常設回線 とし,続 いて48年1月 から専用線サービス及び加入電信サービ

スを開始した。47年度末で日中間の通信回線数は電報6回 線,加 入電信2回

線,電 話8回 線,写 真電報1回 線,専 用線(電 信)2回 線,合 計19回 線と従

来に比べ大幅に増加した。

また,日 中間海底ケーブル建設について両国間で基本的合意に達し,大 容

量の海底ケーブルを 日本側国際電電と中国側上海市電信局との協定締結後3

年で完成させることとなった。

郵便に関 しては47年11月 に開催された万国郵便連合の郵便研究諮問理事会

に出席 していた我が国代表団と中国代表団との間で,日 中間の郵便物の直接

交換について話合いが行われた。

(3)電 信電話拡充第5次5か 年計画の策定

電電公社では公社発足以来数次にわたる長期計画を策定し,電 話需要の急

激な増大に対処してきた。 しか し,日 本経済の著 しい成長とそれに伴 う国民

生活の向上は,電 話を生活必需品化させて住宅用電話を中心として需要を増

大させてお り,47年 度は308万 の加入電話を架設したが,な お,電 話の積滞

(申し込んでもまだつかない電話)は227万 にのぼっている。このような電

話需要に対処するため,ま た,新 しいサービスへの要請にこたえるため,電

電公社は47年8月,48年 度を初年度とす る第5次5か 年計画を策定 した。

これより前,47年5月 に 「電信電話設備の拡充のための暫定措置に関する

法律」が10年 間延長された。これにより長期計画を遂行す る資金面の基盤が

強化された。

第5次5か 年計画の内容は,加 入電話の積滞解消を最大の目標 とし,そ の

ほかに,デ ータ通信の拡充 ・開発と総合電気通信網の形成を推進することと

なっている。
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電話加入数は47年 度末で2,098万 であるが,第5次5か 年計画期中に,更

に1,530万 の加入電話を増設 し,52年 度末には全国的規模にお い て積滞を解

消することとしている。これにより住宅用電話の世帯普及率は47年 度末の42

0か ら52年度末には76%,つ ま り4世 帯のうち3世 帯には電話が設置される

ことになる。

(4)電 話料金に関する広域時分制及び公衆通信回線開放の実施

46年5月 公衆電気通信法が改正され,電 報制度の改正,電 話の設備料の改

定,広 域時分制の採用,デ ータ通信の法制化が実現した。しかし,こ のうち

広域時分制の採用 と公衆通信回線の開放は,47年11月 か ら逐次実施されるこ

ととなっていた。

47年11月,広 域時分制が群馬県等で実施されたのをは じめ とし,漸 次他の

地域にも及び,48年8月 末には全国的にその移行が完了した。広域時分制の

実施により,最 低通話料区域を市内通話区域から単位料金区域Y'拡 大して最

近における生活圏 ・経済圏の拡大に伴う市内通話区域拡大の社会的要請に対

処するとともに,そ の区域内相互間の通話料を3分 までごとに7円 として市

内通話と市外通話の料金格差の是正が図られた。

一方,こ の広域時分制の実施に伴い,公 衆通信回線使用契約が可能となっ

た。データ通信を行 う場合,電 子計算機 と端末機器を公衆回線を使 って結合

できるようになり、利用者は通信量の多少により,特 定通信回線か公衆通信

回線かを選択し,よ り経済的なシステムを組む ことが可能 となった。更に,

電話機に音響カプラをつけてデータ通信を行 うことも,ま た,技 術的条件を

満たせば電電公社直営でなく利用者 自営の機器を電話機 と並べて設置し,転

換器により切 り換えて利用できるように もなった。したが って,電 話回線を

使 って音声通信だけでなく,フ ァクシ ミリ伝送,符 号伝送,心 電図伝送等 も

でき,通 信の多様化にそ うものと期待されている。

〈5)有 線テレビジョン放送法の成立

有線テ レピジョソ放送,い わゆるCATVは テレビ放送局の置局及び地形

の関係でテ レビ放送の良好な受信が困難な地域において,難 視聴解消を 目的
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として発達してきた。

しかし,近 年の高層建築物等の増大に よる都市地域のテ レビ受信障害の増

加と,米 国,カ ナダにおけるCATVの 発展は,CATVを 事業 として設置し

ようとす る動 きを活発化させた。

CATVは,今 後,テ レビ番組再送信のみならず自主放送も併せて行 う形

で発展 し,国 民の文化的日常生活に とって重要な存在となるものと予想され

る。 しかし,CATV施 設はその物理的 ・経済的制約か ら地域的独占の傾向

に陥 りやすいと考えられるので,地 域的独占に伴 う弊害を除去し,受 信者の

利益を保護するとともに有線テレビジョン放送の健全な発達を図るため,有

線テレビジョン放送法が48年1月 か ら施行された。

47年度末におけるCATV施 設数は5,723(引 込端子の数51以 上のもの)

であり,そ のほとんどがテレビ放送の再送信のみを行 う加入者数500以 下の

小規模施設で,自 主放送を行っているのは数例である。

また,CATVは その線路 として用いられ る同軸ケーブルの伝送容量が大

きいことか ら,将 来,双 方向通信を含むさまざまな利用が期待され,関 係省

庁及び民間団体での調査研究や実験施設の建設計画が進んでいる。

(6)通 信衛星 ・放送衛星をめぐる問題

我が国の宇宙開発は宇宙開発委員会の定める宇宙開発計画に基づいて行わ

れることになっている。この宇宙開発計画は毎年見直 しを行い,現 時点での

最適計画が定め られる。

47年 度の見直し作業では郵政省は各国の宇宙開発の急速な進展 に か ん が

み,我 が国の電波権益の確保 と将来の通信,放 送需要を満たす技術の確立の

ため,51年 度打上げを目途として実験用中容量静止通信衛星及び実験用中型

放送衛星の開発を行 うことを宇宙開発委員会に要 望 した。 宇宙開発委員会

は,両 衛星の早期打上げの必要性は認めなが らも技術的条件が整っていない

とし,両 衛星の開発計画を早急に決定することを前提に,両 衛星の開発方法

等の検討を行 うとともに所要の開発研究を進めるということで,48年3月1

日,47年 度宇宙開発計画を決定した。
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なお,両 衛星については,そ の後,48年10月29日 の宇宙開発委員会におい

て,51年 度に打ち上げることを目標に開発を行 うことが正式に決定 された。

47年 ニクソン大統領が各国の衛星打上げに米国が支援す ることを正式Y'表

明して以来,各 国の宇宙開発計画は急速に進展している。米国では連邦通信

委員会(FCC)が48年1月 にウェスタンユニオン社の国内衛星通信網の建

設を許可し,カ ナダは47年11月 に国内通信衛星アニクを打ち上げ48年1月 か

ら運用を開始 している。 欧州では仏独共同で通信衛星シンフォニーを49年

に,イ タリアが実験用通信衛星を50年 に,西 独が大型放送衛星を54年 ごろに

それぞれ打ち上げる計画を進めている。 また,欧 州宇宙研究機構i(ESRO)

を中心 として,欧 州地域通信衛星計画が55年 実現をめざして続け られ て い

る。

一方,衛 星放送に関して,技 術的法律的政治的問題が各国の関心を集め,

論議が活発 となっている。国際電気通信連合(ITU)で は,46年 の世界無線

通信主管庁会議において放送衛星業務用に六つの周波数帯を分配する等衛星

放送の技術的諸規定を整備し,'また,ユ ネスコは47年10月 か らの総会におい

て 「情報の自由な流通,教 育の普及及びより多 くの文化の交流のための衛星

放送の利用に関する指導原則の宣言」を採択し,更Y'ソ 連は47年9月 か らの

第29回 国連総会において,テ レビジョンの衛星放送の国際的規律に関する条

約案を提出し条約の作成について審議することを提案した。このような情勢

にかんがみ,国 連総会はテ レビジョンの衛星放送を規律する原則の作成の必

要性を認め,宇 宙空間平和利用委員会に対 し,で きるだけ早 くこのような原

則の作成に着手するよう要請するとと も に,「直接放送衛星作業部会」の再

開を決定 した。同部会の第4回 部会は48年6月 か ら開催される。

(7)イ ンテルサッ トの恒久化

インテルサッ トは,世 界的な宇宙開発利用の態勢を早期に確立 し,そ の実

用化を促進するため,39年 に暫定組織 として設立された。

44年初めか ら,数 次にわたり暫定制度から恒久制度への移行のための政府

間会議が行われたが,暫 定制度下における米国の経済的技術的優位性を崩そ
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うとする欧州諸国と米国 との間で,主 として組織の構成,法 人格,加 盟国の

権利義務の問題で対立があ り,恒 久化のための交渉は長びいていた。46年4

～5月 の政府間会議においてようやく協定の成文が確定し,同 年署名のため

に開放された。47年12月 に新協定の効力発生要件が満たされ,48年2月 に国

際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)と して恒久制度化された。

恒久協定は,政 府間協定と通信事業者間の運用協定の二 つ か らなってい

る。我が国は,運 用協定には国際電電が署名してお り,出 資額では加盟国中

第3位 となっている。

この恒久協定は各国間の妥協による微妙なバランスの上にのって作成され

てお り,今 後の実際の解釈や運用について注目していく必要があろう。

(8)国 際電話の自動即時化

米国等4か 国において日本あて国際通話の全 自動化が実施されてきていた

が,48年3月30日,一 部外国地域に対する日本か らの発信通話の自動即時化

が開始された。47年 度末現在,東 京の銀座局等4局 の電子交換機に収容され

ている加入者が,米 本土(ア ラスカを除 く。),ハ ワイ,西 独及びスイスヘダ

イヤル直通でかけられるにすぎないが,今 後,内 外ともに自動即時可能地域

が拡大され,国 際電話がますます便利になることが期待されている。

第2節 昭和47年 度の社会経済動向と通信

我が国の経済活動は年 々その規模 を拡大 して きたが,そ れ とともに通信 も

また活動規模 を大 き くし,そ の手段 を多様化 して きた。

通信活動の規模を通信サ ービスの生産額(収 入額)で み ると,第1-2-

3図 の とお り,昭 和40年 度 を100と して,47年 度 には284.0に 達 してい る。 こ

の間に名 目国民総生産は291,実 質 国民総生産は209に 成 長 した。貿易規模 も

通関実績 で323に 拡 大 した。

通信 メデ ィア別に この期 間の利用状況 の推移を40年 度を100と した指数 で

み ると,第1-2-1図 の とお り電話(利 用回数)は188,郵 便(通 常郵便

物数)は132に な ったが,電 報(通 数)は 減 少し66に な った。
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第1-2-3図

指数

3W

zoo

goo

通信サービスの生産額の推移

/貿 易額

/,騨 奮スの生産額

(注)40年 度を100と した指数である。

1経 済動向と通信活動の状況

前年度末か ら景気は回復の兆しをみせつつあったが,国 際収支の大幅な黒

字,公 定歩合の引下げにより金融は緩み,47年 度予算 もm会 計で対前年度

21.8%増,財 政投融資計画で対前年度31.6%増 と拡大 された結果,景 気は急

速に回復に向かった。景気動向指数 も総合系列では年度当初から毎月50を 超

えており,後 半には過熱の様相を示す ようになった。国民総生産は95兆5,644
サ

億円になり,前 年度に比べ17.3%の 伸びとなった。

このような経済動向を背景に通信 サービス の生産額 は,前 年度に比較 し

17.0%の 伸びとなり,46年 度の増加率13.6%を 上回った。

各業種別に47年 度の動向をみると次のようになっている。

郵便事業においては,郵 便物数は47年2月 の料金改定の影響で年度当初は

前年度に比べ減少傾向を示 していたが,8月 以降はおおむね前年同月の実績

を上回るようにな り,最 終的Y'は126億 通(個)と な り,前 年度に比べ2.2%

の増加となった。 その結果郵便サービスの生産額は3,321億 円に達 し,前 年

度に比較し21.1%の 増加 となった。

電話事業(有 線放送電話を含む。)に おいては,電 話機数の総数は,対 前



第2章 通信の現況 一31一

年度比14.1%増 の3,402万 台 になった。 しか し,近 年 住宅用電話 の普及 とと

もに,公 社電話1加 入当た りの1日 平均利用回数は減 少傾 向を示 してお り,

47年 度 は前年度 より0.5回 少 ない5.0回 とな った。電話サ ービスの生産額は1

兆3,428億 円で対前年度比16.3%の 増 加を示 した。内訳は国内通話 は公社電

話に よるものが1兆3,009億 円,有 線放送電話に よるものが210億 円 で,国 際

通話は209億 円 とな ってい る。

電信事業に お い て は,国 内電信は47年3月 の料金改定に よ り対 前年 度比

52,2%の 増 収 とな った。国内電報 の利用数は対前年度比12.5%減 少 と な り

5,590万 通 とな った。 この減 少傾 向は39年 度以来続 いてお り,38年 度 の利用

数 の59%に な ってい る。国内加入電信は新たに6,591加 入 増加 し,5万8,975

加 入 とな った。また,国 際電信 では電報 の取扱通数は45年 度以来漸減傾 向に

あ ったが,47年 度 は対前年度比1.3%増 の562万 通 とな った。更 に,国 際加入

電信は利用度数 で802万 度 にな り,36.1%増 と前年度に引 き続 き30%を 超 え

る大幅な伸びを示 した。 この結果,電 信サ ービスの生産額は35.9%増 の650

憶 円 とな り,こ の うち国内電信に よるものが375億 円,国 際電信に よるもの

が275億 円であ った。

放送事業にお い て は,NHKで は テ レビ及び ラジオの局数(免 許付与局

数,以 下同 じ。)が それ ぞれ456局,44局 増 加 し,3,338局,707局 に なった。

また,民 間放送 では,テ レビ及び ラジオの局数がそれぞれ145局,7局 増 加

し,1,421局,165局 にな った。民 間放送1社 当た りの平均放送 時間数は,前

年度に比べほ とん ど変化はない。なお,NHKの 受 信契約数でみた47年 度末

のテ レビの世帯当た り普及率は87.0%,カ ラーテ レビのみでは55.6%と な っ

ている。放送サ ービスの生産額は前年度に比較 し14,1%増 の4,924億 円 とな

り,こ の うちNHKに よ るものが1,082億 円,民 間放送 テ レビに よるものが

3,335億 円,民 間放送 ラジオに よるものが507億 円 であった。

2通 信事業の動向

通信事業は公益事業であ り,公 共的機関によって営まれている部門が多い



第1-2-4表 通 信 サ ー ビ ス の 生 産 額

(単位:億 円)

区 別 46年 度 47年 劇 増△減率(%) 備 考

郵 便1 2,741 3,321 21・1国 旙 業特別会計におけ梛 便業魏 入

国 内 電 倒24・

国 際 電 信 232

公 社 電 話111,167

有 線 放 送 電 副215

国 際 電 話 159

478

11,541

375

275

13,009

zio

209

650

13,428

52.2

18.5

16.5

G2.

31.0

35.9

16.3

電電公社の電信収入

国際電電の電信収入

電電公社の電話収入

事 業 収 入

国際電電の電話収入

公 社 専 用 サービス 488 560 14・・障 融 社の朝 収入

N H K 992

放

送

民

間

・ ジ 劉441

テ ・ ビ1・,882

4,315

1,082

507

3,335

4,924

9.0

14.9

15.7

14.1

受信料収入と交付金収入

民間放送各社のラジオ営業収入

民間放送各社のテレビ営業収入

計 19,563 22,883 17.0

参

考

国民縦 産1 814,464 955,644 17.3

個人消費支副 424,647 490,756 15.6

有線放送電話は郵政省資料,民 間放送は 「日本放送年鑑」,そ の他は各年度決算による。
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が,良 好なサービスの提供,適 正な業務の運営のためには財務的な安定性が

前提となることはい うまでもない。

(1)通 信事業の収支状況

経済活動の停滞が通信事業にも現れた46年度に比較して,47年 度はほぼす

べての業種において収支状況はおおむね良好であった。

郵便事業は,47年2月 の料金改定により,46年 度の赤字から47年度は黒字

へ と転 じたが,支 出増も大きく黒字幅はわずかであった。

電電公社においては,46年 度は公社発足以来初めて赤字を生 じたが,47年

度は95億 円の黒字 となった。 しか し,電 話1台 当た りの収入は低下 してお

り,総 収入では当初見込みを113億 円下回った。

国際電電においては,利 益は対前年度32%増 となり,46年 度の伸び率7%

を大幅に上回った。

放送事業においては,NHKは 収入を視聴者か らの放送受信料によってい

るため収入面では経済動向か らの影響は少ないが,47年 度は支出が収入を上

回った。民間放送は主 として広告収入によっているが,46年 は新聞,雑 誌な

どの広告を含めた総広告費の伸び率が対前年比4.1%増 にすぎなかったのに

対 し,47年 は11.6%の 増加(以 上(株)電 通調べ)と なってお り,こ れに伴い

47年度の民間放送事業の収入増加率はラジオで14.9%,テ レビで15.7%と 前

年度を上回 り,営 業利益も民間放送全体で41%増 となった。

(2)通 信事業の財務状況

通信事業の特微 として総資産に占める固定資産の比率が高いことがあげら

れるが,こ れは全国的な規模の設備を有 している電電公社の場合に特に顕著

であり,固 定資産の構成比率が87.8%と なっている。従業員1人 当たりの固

定資産額を示す労働装備率も1,152万 円と高 くなっている。固定比率も271.8

と高 くなっているが,一 方固定負債が大 きいため,固 定資産対長期資本比率

は91.5に おさまっている。流動比率も195.0と 比較的高い。また,設 備投資

の増大に伴って他人資本に対する依存も高くなりつつあ り,資 本費用支出が

増加 している。
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第1-2-5表 通信事業の収支状況

区 別 年劇 収 刈 支 出 収支差劇 備 考

46

郵 便 事 業
47

百 万 円

294,564

359,906

(iaa.a)

百 万 円

303,753

356,362

(ll7.3)

百 万 円

凸9,189

3,544

郵便事業の直接収
支のほか,郵 便事業
に係る雑収入及
び総係費を含む。

電 電 公 社

百 万 円

461,252,926

471,462,457

(ll6.7)

百 万 円

1,257,264

1,452,995

(115.6)

百 万 円
△4 '338損 益 計 算書 に よる

総 合 収 支9
,462

46

国 際 電 電
47

百 万 円

40,682

50,336

(123.7)

百 万 円

35,068

42,912

(122.4)

46

有線放送電話
47

万 円

1,389

1,461

(105.2)

万 円

1,389

1,437

(103.5)

46
NHK

47

百 万 円

100,986

109,979

(ioa.9)

百 万 円

100,593

110,545

(109.9)

百万円
5'614損 益計算書による

総合収支7
,424

万 円
Ol,776施 設

241,675施 設

事 業 外 収 支 を含 む 。

百万円
393損 益計算書による

△566事 業収支

民

間

放

送

テ レ ビ

ラ ジ オ

兼 営 社

46

47

百 万 円

4,298

4,677

(los.a)

百 万 円 百 万 円
3.745553

4.028649

(107.6)

35社

36社

営業損益による。

ラ ジ オ46

単 営 社47

百 万 円

1,364

1,466

(107.5)

百 万 円

1,220

1,305

(io7.o)

百 万 円
14415社

16116社

営業 損 益 に よ る。

テ レ ビ46

単 営 社47

百 万 円

3,561

3,901

(109.5)

百 万 円

3,300

3,474

(105.3)

百 万 円
26146社

42750社

営 業 損 益 に よ る。

有線放送電話は郵政省資料,民 間放送は 「弓本放送年鑑」,そ の他は各年度決算に

よる。

(注)1.有 線放送電話は1施 設当たり,民 間放送は1社 当たりの平均である。
2.()内 は,対 前年度比を示す。
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通信事業の財務比率

区 別

全 産 業

年度

6

7

4

4
.

総資産に占
める固定資
産の構成比

%
43.8

43.4

固 定

比 率

%
249.0

248.3

固定資産
対長期資
本比率

0
87.7

89.1

流 動

比 率

0
111.7

109.9

債

率

負

比

0
468.7

471.5

労 働

装備率

製 造 業
46

47

43.31214.6183.91116.41395.5

43.91213.5186.61113.11385.8

千 円

5,221

5,872

4,077

4,555

郵 便 事 業
46

47

67.Ol14.597.7106.270。41,293

63.li17.197.4且10.082.61,653

電 電 公 社
46

47

87.9

87.8

265.3

271.8

91.2

91.5

204.0

195.0

aot.7

209.7

10,277

11,516

国 際 電 電
46

47

66.5104.295.6171.956.85,177

63.896.992.1173.451.95,403

NHK

46

47

87.Ol46.495.5133.968.26,428

87。4163。896.Ol32.487.47,125

民

間

放

送

ラ
テ
兼

ジ オ46
レ ビ

営 社47

59.4105.272.8220.377.27,650

57.295.569.2246.567.17,924

ラ ジ オ46

単 営 社47

53.6116.675.8158,ll17。65,116

50.8105.071.Il72.llO6.85,247

テ レ ビ46

単 営 社47

52,ll43.973.4163.1176.37,826

50.7130.372.4163.7156.88,000

全産業,製 造業については 「主要企業経営分析」(日銀),民 間放送につい て は 「日

本放送年鑑」による。

(注)1澗 定比率 ・醗 茱・1・・

固定資産対蜘 資本比率 ・自己叢 難 畿 簸 ・1・・

流動比率 ・瑠 箸震・1・・ 簸 比率 ・誉己資築・1・・

目1」・今年度末従業者数

2,郵 便事業は,郵 政事業特別会計の数字である。

労働装備率:前 。今年墜(有 形固定資産一建設仮勘定)
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しかし,放 送事業では番組制作面の比重が高 く,固 定資産の構成比は他産

業 よりやや高い程度であり,労 働装備率も同様である。設備投資の伸び率は

他産業に比べ低い水準にあ り,そ のため固定比率は低 くなっている。流動比

率,負 債比率などもほぼ適正な水準にある。

また,郵 便事業において,労 働装備率が低いことが注目されるが,こ れは

人力依存度の高い事業の性格によるほか,局 舎借入れ,輸 送の外部委託等の

運営形態をとっていることによるものである。

(3)通 信事業の設備投資状況

47年度の通信事業の設備投資額は,第1-2-7表 のとおり1兆1,800億

円で対前年度増加率20.0%で あった。

郵便事業では,都 市近郊の人口増加などに対処するための局舎の建築,局

内作業の機械化が進みつつあ り,郵 便事業を経理する郵政事業特別会計の建

設投資額は対前年度比28.3%増 の408億 円に達した。

電電公社の建設投資額は対前年度比19.9%増 の1兆705億 円であ り,こ れ

は通信事業全体の91%を 占めている。電電公社では,積 滞電話の全国的な解

消のための投資 とともに,プ ッシュホン,デ ータ通信などの新 しい通信サー

ビスのための投資も行 っている。

国際電電では,新 局舎の建設の た め,対 前年度比98.8%の 大幅増 となっ

第1-2-7表 通信事業の設備投資額

区 別

郵 便 事 業

電 電 公 社

国 際 電 電

NHK

民 間 放 送

計

46年 度

億 円
318

8,929

80

266

238

9,831

47年 度

億 円
408

10,705

159

277

251

11,800

増 加 率

0
28.3

19.9

98.8

4.1

5.5

20.0

備 考

郵政事業特別会計の建
設投資額

減価償却額と有形固定資産増
加額から推計
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た。

NHKで は,放 送施設の建設などのため,投 資額は対前年度比4.1%増 の

277億 円,ま た民間放送でも5.5%0増 の251億 円となった。

これらの設備投資等のための資金調達状況をみると,47年 度は次のとおり

である。

郵便事業においては,前 述の郵政事業特別会計の建設投資額408億 円のう

ち,195億 円が財政投融資(簡 保資金)か らの借入金である。

電電公社においては,資 本勘定の規模は1兆2,997億 円であ り,こ のうち

7,383億 円が加入者債券,政 府保証債券等の外部資金である。 内部資金の比

率は43.2%で あ り,前 年度の比率47.2%を かなり下回ることとなった。資金

調達上債券の比重は高 く,発 行残高は47年度末で2兆8,239億 円に達 してお

り,我 が国の公社債全体 の 発行残高の8.0%(外 貨債を除 く。)を占めてい

る。

国際電電では増資が行われ,設 備投資は内部資金で賄われた。

NHKに おいては,資 本収入の規模は351億 円である。 内部資金は48.7%

であり,そ の大部分は減価償却引当金 で あ る。 外部資金 としては借入金が

180億 円ある。

3通 信関連産業の動向

(1)通 信 機械 業の動向

47年 度の通信機器 の生産額 は5,741億 円 で,46年 度 に比較 し929億 円,19.3

%の 伸 びで,46年 度 の伸び率2.7%を か な り上回 ることになった。 また受注

ベ ースでみ ると,通 信事業者か らのものが57.5%を 占めている。 この うち電

電公社 が3,065億 円 で総受注額 の56.3%と な ってい る。電 電公社 の占め る割

合は毎年50%を 超 えてお り,こ の産業 の電電公社依存度はかな り大 きい とい

え よ う。電 電公社を除いた官公需 も8.1%と 比 較的高 くな っている。農林漁

業 の占め る割合は減 少 してい るが,こ れ は有線放送電話の普及が一巡 したた

め とみ られ る(通 信機械工業会調べ)。
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第1-2-8表 通信機器受注額の動向

区 別 46年 度実績
47年 度

実 績 構 成 比

官
公
需

民

需

電 電 公 社 2,525億 円 3,。65劇 56.3%

そ の 他 378 442 8.1

国 際 電 電1 30 27 0.5

放 送事剰 30 39 0.7

農林 漁剰 43 43 o.a

そ の 副 901 1,082 19.9

外 需・代 理 店1 716 747 13.7

合 計 4,623 5,445 ioo.o

通信機械工業会資料による。

(2)電 線 ・ケーブル業 の動向

47年 度 の電線 ・ケーブル業の生産額は銅量 ・アル ミ量ベ ースでは,46年 度

より銅電線で16,0%,ア ル ミ電線で6.7%の 増 産 とな り,出 荷実績 も金額べ

一スで46年 度 の減 少か ら増 加に転 じ
,全 体で は13.4%増 の6,055億 円 とな っ

た。 この うち,通 信ケーブルの比率 は,金 額 ベースで27.7%と な ってい る。

電 力会社 とともに,こ の産業におけ る電電公社 の比重 も大 き く,47年 度 を

例 に とる と総受注高の24.3%,通 信 ケー ブルのみに限 ると85.4%が 電 電公社

に よって 占め られてい る(日 本電線工業会調べ)。

(3)電 子 計算機製造業の動向

47年 度 の電子計算機生産額 は,本 体で1,937億 円,附 属装置を含め る と

3,841億 円に な り,46年 度 に比べ22.6%の 増 加 であ った。

また輸 入総額 は891億 円 で,4.7%の 減 少 とな ってい る。

47年 度末にか動 中の電子計算機 は1万7,255台,オ ンラインシステ ムは485

シス テムである(JECC及 び 電電公社 調べ)。
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4家 計 と通信料金

47年 度 の家計支 出は,総 理府 「家計調査報告」 によれば1世 帯当た り年 間

118万6,500円 で あ り,こ れを1か 月平均にす ると9万8,877円 で,46年 度 に

比べ10.6%の 増 加 とな った。

また年間におけ る通 信関係支 出(郵 便,電 報,電 話,放 送)は1万9,370

円 で あ り,こ れを1か 月平均 にす ると1,614円 で,46年 度 に比べ17.9%の 増

加 とな った 。

この結果,家 計全体に 占め る通信費 の割合は,1.5%か ら1.6%へ と高 まっ

た。

支 出の内訳 を1か 月平均で み る と郵便料で137円,電 報 ・電話料で1,176

円,放 送受信料で301円 となってい る。郵便の家計支 出に占め る比率は0.1%

に す ぎない。電報 ・電話支 出は,住 宅用 電話 の普及を背景に増 加 し つ つ あ

り,対 前年度比21,5%増 となってい る。放送 受信料 もカラー受信機 の普及に

第1-2-9表 家計における通信情報関係支出

区 別

便

話

送

電報

郵

電

放

46年 度実績

ll8円

968

283

47年 度

実 績 譜幣 肇 全消費 支出に占める割合

137円

1,176

301

16.3%

21.5

6.3

o.i

1.2

0.3

計 1,369 1,614 17.9 1.6

交

新

印

聴

教

刷 ・出

視 ・観

通

聞

版

覧

育

1,672

750

847

224

2,090

1,908

757

886

276

2,212

14.1

0.9

4.6

23.3

5.8

1.9

0.8

0.9

0.3

2.2

計 5,582 6,039 8.2 6.1

全 消 費 支 副 ・9,381 98,877 10.6

「家計調査報告」(総 理府)に よる。

(注)1世 帯1か 月平均である。
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第1-2-10図 家計における月別通信費支出状況

塩
(305)

AJ、一

＼

)ぐ
/ ＼
'

一ノ ーノ＼

〃、
_.ノ

47年4111248年1

「家計調査報告」(総 理府)に よる。

(注)各 月別の支出を1か 月当たり平均支出額で除して100を 乗 じたものである。

第1-2-11図 家計における通信費支出の推移

300

電報 ・電話料/

/
/
/
i
/200

//

/∠ 欝 支出

/一 一___一 放送受信料
一_一 濫=「'1

00

4344454647

「家 計調 査 報 告 」(総 理府)に よ る 。

(注)43年 度 を100と した 指 数 で あ る。
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伴い増加を続けている。

月別の支出状況をみると,第1-2-10図 のとお り,郵 便では年賀郵便の

影響があ り11月,12月 に支出が集中している。電報 ・電話支出では月が経る

につれて増加する傾向があるが,こ れは季節的な要因というよりはむ しろ住

宅用電話の増加によるものであると考えられる。

第3節 情報化の動向

近年における各種情報メデ ィアの普及,情 報流通量の増大,電 子計算機利

用の普及と高度化などに伴い,最 近我が国では,情 報化について盛んに議論

されるようになってきた。

第1-2-12図 惰報供給量の推移

指数

300

250

zoo

15U

too

年 度区
別

葎換 揺鑑

参

考

パー ソナ ル情報

総(Jk給 量

人 「7

窪聖際

実質国民総生産

/ マスt4r報総供給量

パーソナル情報
総供給量

人口

35

0.7×10zoビ ノト
uou)

5,3x10"'ビ ノ ト

(100)

93,419{

(100)人

20,348十 雌FLI
(100)

ao

【.0×1050ビ ノ ト

(171)

6.4×10^ビ ソト
1121)

98・爾 人

32,A51十f@円
(159)

45

LgXIU'° ビ ノト
(271)

7.4×1U"ビ ット
(140)

103,720千 人

(111)

57,434十 億 円
(282)

「郵政省総合情報流通調査会報告書」による。

(注)35年 度を1QOと した指数である。
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次 に,こ のよ うな情報化の動向について概観 してみ よう。

1日 本の情報化傾向

我が 国の情報供給量の推移 をみ ると第1-2-12図 の とお り,昭 和35年 度

に比 べて45年 度では テ レビ,ラ ジオ,新 聞等の マス メデ ィアに よって伝達 さ

れ る情報(マ ス情報)の 総供 給量 で2.7倍,電 話,郵 便等 のパー ソナル メデ

ィアに よって伝達 され る情報(パ ー ソナル情報)の 総供 給量 で1.4倍 とな っ

ている。 この間に実質国民総生産 は2.8倍 となってお り,マ ス情 報量 はほぼ

実質国民総 生産 の伸 びに対応 して,相 当急激 に増大 して きた といえ る。

また100人 当 た り電話機数は,40年 度 の11。3台 か ら45年 度 の22.1台 へ,100

人 当た リテ レビ台数は同L"く17.5台 か ら21,4台 へ,1万 人 当た り電子計算機

台数は同 じく0.18台 か ら0.65台 へ と,そ れ ぞれ急激 な伸 びを示 してい る。

情報関連支出の傾 向を比較的 よく表 している と思 われ る雑 費係 数(個 人消

費支出に占め る雑 費の比 率)を み て も28.7%か ら31.8%へ と増大を示 してい

る。

第1-2-14表 我 が 国 の

40
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備 考
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出

人
年
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」
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国

「
計
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「世 界の

電話」
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これ らを総 合 し指数化 した ものを仮に情 報化 指数 とす ると,40年 度 を100

と した場 合,45年 度 の情報化指数は145と な り,日 本 の情報化が相 当のス ピ

ー ドで進 んで きた ことが うカがわれ る(第1-2-14表 参 照)。

第1-2-13図

難

150

100

SO

情報化指数の国際比較(1970年 現在)
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199

-

米

国 一
一 一

108 ioi
一

96

英 西 プ

ラ

ン
曽

国 独 ス

(注)日 本を100と した指数である。
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(注)情 報化指数:1人 当た り郵便差出通数,1人 当た り通話度数,100人 当たり

新聞発行部数,1万 人当た り書籍発行点数,人 口密度,100人 当たり電話機数,

100人 当た りラジオ台数,100人 当た りテレビ台数,1万 人当た り電子計算機台

数,就 業人口に占める第三次産業の比率,100人 当た り大学在学者数,雑 費係

数の12項 目につき,そ れぞれの基準値をもとに指数化し,平 均 した も の で あ

り,財 団法人電気通信総合研究所の算定方式Y'じ て試算 したものである。

次 に,情 報化指数 に より国際比較 を行 うと,1970年 現 在で 日本を100と し

た場 合,米 国199,英 国108,西 独101,フ ラソス96と な り,我 が国は総体 的

第1-2-15表 各 国 の 情 報 化
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には西欧並みであ るが,米 国には遠 く及 ばない状態であ る。

特に我が国が他国に比べて大 きい値 を示す のは,1人 当た り年間通話度数

(日本382回,米 国779,英 国195,西 独166,フ ラ ンス105),100人 当た り1

日平均新聞発行部数(日 本51.1部,米 国30,2,英 国46.3,西 独31.9,フ ラ ン

ス23.8),人 口密度(日 本280人/km2,米 国22,英 国228,西 独240,フ ラ ンス

93),100人 当 た りの大学在 学者数(日 本1.56人,米 国3。82,英 国0.62,西 独

0.74,フ ラ ンス1.20)で あ る。

指 数(1970年 現在)
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反対に 日本が他国に比べ て小 さい値 を示す項 目は1万 人 当た り年 間書籍 発

行点数(日 本3.03点,米 国3.88,英 国5.97,西 独7.69,フ ラ ソス4.50),1

万 人 当た り電子計算機台数(日 本0.65台,米 国3.06,英 国1.06,西 独1.08,

フ ラ ソス0.88)で あ る。 これをみ る と,1万 人 当た り書籍発行点数 が他の国

に比べて非常に小さいこ とのほか,人 的要素に よる情報化(通 話 度数,人 口

密 度,大 学在学者数)は 高いが,テ レビ,電 子計算機 な どのいわば情報装 備

率 ともい うべ き ものが低い こ とが特徴的で ある(第1-2-13図 及 び第1-

2-15表 参 照)。

2情 報化 と情報 メデ ィア

前項で述べたようV',我 が国はここ数年急速に情報化が進行 しているとい

えるが,郵 政省総合情報流通調査会報告書により,情 報 メディアに よって情

報がどれだけ流通 しているかをみよう。

第1-2-16図 はパーソナルメデ ィア(郵 便,テ レタイプ,電 話,デ ータ

通信,電 報,フ ァクシミリ,映 像伝送)の 情報流通の推移を示 した ものであ

第1-2-16図
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「郵政省総合情報流通調査会報告書」による。

(注)郵 便はダイレク トメー トルを除いた第一種,第 二種である。
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る。 これ をみる と電話 による情報量の増 大が著 しく,47年 度 は35年 度 の4倍

以上になっている。郵便(ダ イ レク トメールを除 いた第m,第 二種)に よ

る情報量 は35年 度 の倍近 くまで伸びてい るが,パ ー ソナル メデ ィアに よる全

情報量の中に占める割合は35年 度の38%か ら47年 度 には19%と 下 降傾向を示

し,一 方,電 話の占める割 合は57%か ら65%へ と上昇 し,パ ー ソナルメデ ィ

アにおけ る電話の比重 が大 き くなってい ることが うかがわれ る。

また,デ ータ通信が45年 度か ら47年 度 まで飛躍的 に増大 してい るのが注 目

され る。テ レタイプは35年 度の倍近 く情報量 が増加 してお り,そ のなかで も

加入電信 の伸びが著 しい。電報 につ いては,パ ーソナル メデ ィアに よる全情

報量に 占め る割合は各年度 を通 じて0.01%に も満たず,ま た,通 数 も年 々減

少 してきてい る。

それぞれ のパ ーソナル メデ ィアによる情報量は電報 を除 き増大 してお り,

メデ ィアの多様化が進んでい る。 しか し,用 途別情報量をみ ると,郵 便 と電

話では業務用通信が過半数を占め,ま た,伸 びの著 しいデ ータ通信 とテ レタ

イプのほ とん どは業務用であ ると考 え られるた め,情 報 メデ ィアの多様化は

業務用通信 の分野に おいて よ り進んでい るといxよ う。

第1-2-17図 放送メディアの消費情報量
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「郵政省総合情報流通調査会報告書」による。
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次に マス メデ ィアに より提供 された情報 の うち,摂 取 された情報量(消 費

情報量)に つ いてみ よ う。

第1-2-17図 は放 送 メデ ィアの消費情報量 であるが,45年 度 までの テ レ

ビの急速 な増 加 と35年 度か ら40年 度 にかけ ての ラジオの減 少が著 しい。 ラジ

オが テ レビの普及に よって影響 を被 った ことを裏づけ ている。47年 度にはテ

レビが頭 打ち とな り,ラ ジオには再上昇 の傾向がみ られ る。 これは テ レビ受

信機 の普及 の一段落 とレジャーの多様化に よるテ レビ視聴 の減少,そ して カ

ー ラジオ,ポ ータブル ラジオ等 の普及 とラジオの特 性を生か した 「なが ら聴

取」 の増加に よるもの と思われ る。

有線 ラジオ放送 は横ば い となってお り,一 方,CATVは 伸 びが大 き くな

っている。

第1-2-18図 は プ リン トメデ ィアの消費情報量 である。各 プリン トメデ

ィア ともそ の消費情報量 には大 きな変化 はみ られないが,雑 誌,書 籍 につ い

ては漸増の傾向が うかがわれ る。

マス メデ ィア全体 を眺 める と,パ ー ソナル メデ ィアと比較 して総 じて各 メ

デ ィア とも安定 した状態にあ る といえ よ う。

第1-2-18図 プ リン トメディアの消費情報量
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「郵政省総合情報流通調査会報告書」による。




